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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 (注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 純資産額の算定にあたり、第169期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

         第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

     基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を適用しております。 

回次 第168期中 第169期中 第170期中 第168期 第169期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 114,800 120,828 124,683 236,203 245,490 

経常利益 (百万円) 7,416 6,756 4,334 14,142 12,249 

中間(当期)純利益 (百万円) 2,883 4,356 1,714 6,283 7,900 

純資産額 (百万円) 129,253 160,492 163,524 151,524 163,509 

総資産額 (百万円) 277,315 302,040 303,308 305,336 307,439 

１株当たり純資産額 (円) 467.84 508.04 514.59 500.38 515.85 

１株当たり 

中間(当期)純利益金額 
(円) 10.44 14.40 5.67 22.01 26.12 

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間(当期)純利益金額 

(円) 9.02 13.40 5.37 20.44 24.33 

自己資本比率 (％) 46.6 50.9 51.3 49.6 50.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 9,283 10,866 4,172 21,484 20,746 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △5,007 △6,848 △6,360 △10,432 △14,684 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △3,939 △12,149 △4,555 3,579 △14,267 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
(百万円) 15,332 22,239 16,426 30,366 22,572 

従業員数 (人) 6,339 6,557 6,816 6,495 6,664 



(2）提出会社の経営指標等 

 (注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 第169期の１株当たり配当額には、創立100周年記念配当２円を含んでおります。    

回次 第168期中 第169期中 第170期中 第168期 第169期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 88,403 89,540 86,308 178,127 178,301 

経常利益 (百万円) 5,462 4,690 2,753 10,230 10,527 

中間(当期)純利益 (百万円) 2,925 3,897 2,517 5,663 6,079 

資本金 (百万円) 24,610 31,713 31,733 31,711 31,713 

発行済株式総数 (株) 276,728,433 303,034,513 303,108,724 303,028,948 303,034,513 

純資産額 (百万円) 119,973 140,860 137,732 139,165 139,558 

総資産額 (百万円) 233,286 252,056 245,859 255,862 250,003 

１株当たり純資産額 (円) 434.23 465.65 455.31 459.62 461.41 

１株当たり 

中間(当期)純利益金額 
(円) 10.59 12.88 8.32 19.91 20.10 

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間(当期)純利益金額 

(円) 9.14 12.00 7.81 18.52 18.80 

１株当たり配当額 (円) 4.00 4.50 5.50 8.50 11.00 

自己資本比率 (％) 51.4 55.9 56.0 54.4 55.8 

従業員数 (人) 2,111 2,155 2,176 2,113 2,113 



２ 【事業の内容】 

(1）事業内容の重要な変更 

 当企業グループは、連結財務諸表提出会社(以下当社と称する)、連結子会社68社及び持分法適用

関連会社９社により構成されております。 

 当中間連結会計期間において、当企業グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありませ

ん。 

(2）主要な関係会社の異動 

 主要な関係会社に異動はありません。 



３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４ 【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当企業グループにおける主要な組合組織は、東洋インキ労働組合であり、当組合の組合員数は

1,990名で、いずれの上部団体にも属さず、労使協調して企業の発展に努力しております。 

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

印刷インキ 2,916 

グラフィックアーツ関連機器及び材料 363 

高分子関連材料 916 

化成品及びメディア材料 1,878 

その他 302 

全社部門 441 

合計 6,816 

  平成19年９月30日現在 

従業員数(人) 2,176 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間においても引き続き世界経済は拡大基調にあり、これに支えられて、わが

国経済も企業収益の改善を背景とした緩やかながらも息の長い景気回復が続いています。しかし

一方では、原油を始めとする諸資材の高騰や、米国でのサブプライムローン問題に端を発した世

界的な金融市場の混乱など、景気減速への懸念も広がりつつあります。また当企業グループの事

業分野におきましては、国内印刷市場が伸び悩みましたうえ、ナフサ高騰や世界的環境規制の強

化により主要原料が高騰し、非常に厳しい環境が続きました。 

 このような状況のもとで、当企業グループは、 

 1. 独自のコストダウンをグローバルな視点とトータルSCM（サプライチェーン・マネジメン

ト）の視点で強化推進する。 

 2. 日本発の企業グループ独自の新しいモノづくりを展開させ、グループのあらゆる部門で開

発、開拓、拡張のバックアップを行う。 

 3. ビジネスユニットごとに成長モデルを生み出し、 大の売上と 高の収益を達成する。 

 の３点を年度経営方針として掲げ、グローバルなモノづくりメーカーとして、世界各国で、お

客様の真のニーズに応える製品・サービスの提供を行っていくことを基軸として、事業を推進し

てまいりました。 

 また原料の高騰に対応するため、品種統合や海外との生産分担見直しによる生産の合理化、原

材料の見直しやグローバル調達、SCMの効率化による物流費の削減など、全方位のコストダウンを

懸命に推し進めました。 

 さらに将来に亘る収益向上のため、海外での事業拡大を見据えた供給体制の強化、販売体制の

充実を進めました。化成品事業では、高機能顔料の開発とグローバルな供給体制の整備を図った

ほか、プラスチック用着色剤では海外各エリアで事業を拡張するとともに、北米やヨーロッパで

新しく子会社や合弁会社を設立しました。印刷インキ事業では、高成長が期待できるインドでの

生産・販売を実施すべく体制を整えています。また国内でも、接着剤事業の強化を図るため、合

弁会社の東洋ペトロライトを100％子会社化し、新工場も稼動させました。 

 当企業グループは本年１月に創立100周年を迎え、７月に東京・大阪でプライベートショウを開

催しました。日頃の感謝を込めて、グループ総合力を発揮し、各事業における新製品を発表した

ほか、各種セミナーを開催し、大盛況のなか終了しました。 

 これらの活動を行ってまいりましたものの、コストダウン努力を大きく上回る原料費の高騰

や、液晶ディスプレイカラーフィルター用材料の低調などにより、当中間連結会計期間の売上高

は1,246億83百万円（前中間連結会計期間比3.2％増）と増収のなか、営業利益は41億98百万円

（前中間連結会計期間比36.6％減）、経常利益は43億34百万円（前中間連結会計期間比35.8％

減）、中間純利益は17億14百万円（前中間連結会計期間比60.6％減）と、それぞれ減益になりま

した。 

  



 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。  

  

① 印刷インキ事業 

  オフセットインキは、国内では枚葉インキ、オフ輪インキとも、引き続き需要が低迷しました

うえ、前下半期より原料価格が急騰しましたため、低調な状況に推移しました。また新聞インキ

もページ数減少や、価格競争の激化により伸び悩みました。しかし９月には、印刷作業性と環境

対応を向上したオフ輪インキ新製品「WD LEO-X」を上市、また色再現領域の広い枚葉インキ「カ

レイド」のラインナップを充実化し、今後の拡販を見込んでいます。さらに下半期よりは販売価

格の改定も進めており、利益の改善も図っていきます。 

 海外では中国や東南アジアで伸長が続くとともに、前期に低調でしたオセアニアでも回復が進

みました。またインドにおいて枚葉インキ生産工場の建設に着手、現地資本との合弁による販売

会社も新設しました。 

 グラビアインキは、国内では食品包装分野の伸び悩みを出版関係や建装材分野の伸長で補い、

売上は伸長しましたものの、石油系原料価格の高止まりが続き利益では伸び悩みました。このよ

うななか、７月には溶剤回収再利用型システムとして「EcoVALUE」を上市、VOC（揮発性有機化

合物）排出規制への対応策として今後の拡販が見込まれます。また販売価格の改定による利益の

改善も進めていきます。  

 海外では中国や東南アジアで拡販が進みましたものの、原料費の上昇で利益が伸び悩むととも

に、北米では建装材印刷需要が落ち込み、低調に推移しました。  

 当事業全体では、売上高は527億89百万円（前中間連結会計期間比6.8％増）と増収になりまし

たが、営業利益は39億23百万円（前中間連結会計期間比5.1％減）と減益になりました。 

  

② グラフィックアーツ関連機器及び材料事業 

 グラフィックアーツ関連材料は、CTP（コンピュータ製版）化がさらに進み、製版用のフィル

ム需要が縮小したため、CTP用や水無し印刷用の版材が伸長しましたものの、前年同期並みに推

移しました。またグラビア印刷用シリンダーの製版事業も、顧客の内製化と価格競争の激化によ

る伸び悩みが続きました。 

 グラフィックアーツ関連機器は、大型印刷機械の販売が減少したうえ、市場への普及が一巡し

たCTP用機器や紙面検査装置が伸び悩みました。また、新聞社向けの新しいニーズに対応する機

器開発を進めていますが、この開発コストが先行して発生しています。 

 当事業全体では、売上高は149億42百万円（前中間連結会計期間比3.7％減）、営業利益は３億

82百万円（前中間連結会計期間比18.1％減）と、減収減益になりました。  

  

 

売上高 営業利益 

前中間連結 

会計期間 

（百万円） 

当中間連結 

会計期間 

（百万円） 

増減率 

（％） 

前中間連結 

会計期間 

（百万円） 

当中間連結 

会計期間 

（百万円） 

増減率 

（％） 

印刷インキ 49,421 52,789 6.8 4,134 3,923 △5.1 

グラフィックアーツ関連機器

及び材料 
15,511 14,942 △3.7 467 382 △18.1 

高分子関連材料 23,440 24,519 4.6 2,105 2,164 2.8 

化成品及びメディア材料 30,754 31,161 1.3 4,837 3,313 △31.5 

その他 5,027 4,299 △14.5 253 126 △50.1 

計 124,156 127,713 2.9 11,798 9,911 △16.0 

消去又は全社 △3,327 △3,029 － △5,174 △5,712 － 

連結 120,828 124,683 3.2 6,624 4,198 △36.6 



③ 高分子関連材料事業 

 缶用塗料（フィニッシェス）は、国内では需要の減少や、原料価格の上昇が続き伸び悩みまし

たが、東南アジアや中国では、域内需要の増加と拡販により、好調に推移しました。 

 樹脂は、高付加価値新製品の拡販が進みましたものの、国内、海外とも原料費の上昇で利益は

伸び悩みました。 

 接着剤関連は、食品包装用ラミネート接着剤や、ディスプレイ用などの高機能接着剤が好調に

推移しましたうえ、工業用向け高耐久性接着剤の新製品も拡販しました。原料価格は高止まりが

続きましたが、販売価格への適正な転嫁やコストダウンも進みました。 

 塗工材料は、「貼る塗料」マーキングフィルムの需要が低調に推移したものの、エレクトロニ

クス関連など新市場向けの高機能製品の拡販が進みました。また中国における自動車向け内装加

工の新会社も、順調に実績を伸ばしています。 

 当事業全体では、売上高は245億19百万円（前中間連結会計期間比4.6％増）、営業利益は21億

64百万円（前中間連結会計期間比2.8％増）と、増収増益になりました。 

  

④ 化成品及びメディア材料事業 

  化成品は、国内では高機能顔料が引き続き好調に推移したうえ、土壌浄化剤の拡販が進みまし

たが、汎用顔料は原料費の高騰で伸び悩みました。海外では、中国の汎用顔料が引き続き伸長し

ました。一方、ヨーロッパは、顧客の内製化による需要減と価格競争が激しい汎用顔料事業から

撤退し、高付加価値製品への転化を進めていますが、その完了までの過渡的費用の増加から、大

幅な減益となりました。 

 プラスチック用着色剤は、国内では自動車及びパイプ関連は堅調でしたが、容器向けが低調で

した。一方、海外では事業拡張が順調に進み、北米や中国、タイで好調に推移しました。 

 液晶ディスプレイカラーフィルター用材料は、液晶パネルメーカーの内製化、海外市場におけ

る業界再編や一部顧客の経営破綻などの影響により、売上、利益とも低調に推移しました。また

コンピュータ用バックアップテープ向けバックコート材も伸び悩みましたが、インクジェット材

料は、海外販売が伸長し、引き続き好調に推移しました。 

 当事業全体では、売上高は311億61百万円（前中間連結会計期間比1.3％増）と増収になりまし

たが、営業利益は33億13百万円（前中間連結会計期間比31.5％減）と減益になりました。 

  

⑤ その他の事業 

  天然物由来の機能材料は、前連結会計年度末に設立した天然素材抽出工場が順調に稼動すると

ともに、ササエキスを利用した健康補助食品などの製品ラインナップを充実させました。しかし

一方で、その他の商品販売の減少により、当事業全体の売上高は42億99百万円（前中間連結会計

期間比14.5％減）、営業利益は１億26百万円（前中間連結会計期間比50.1％減）と、減収減益に

なりました。 

  



 所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。  

  

① 日本地域 

  売上面では、高機能顔料や接着剤、インクジェット材料などが増加しましたものの、グラフィ

ックアーツ関連機器や液晶ディスプレイカラーフィルター用材料が、大幅に減少しました。 

 利益面では、液晶ディスプレイカラーフィルター用材料の低調に加え、主要製品の原料価格が

上昇や高止まりしたため、安価原料への置換、品種統合や固定費削減などに努めましたものの、

十分補うに至りませんでした。また創立100周年記念プライベートショウの開催や、４年に一度

の国際印刷機材展IGASへの出展によるスポット費用も発生しましたが、今後、これらで紹介しま

した新製品の拡販が期待できます。 

 これらの結果、売上高は952億70百万円（前中間連結会計期間比0.5％減）、営業利益は27億30

百万円（前中間連結会計期間比45.3％減）と、減収減益になりました。 

  

② アジア・オセアニア地域 

  中国は、需要が旺盛なうえ、積極的な事業拡大も進めていますので、印刷インキを始めとする

各主要製品が伸長し、引き続き大幅な増収増益となりました。一方、台湾では液晶ディスプレイ

カラーフィルター用材料が伸び悩みました。 

 東南アジア地域でも、タイやマレーシアでのオフセットインキやグラビアインキ、缶用塗料な

どが引き続き好調、着色剤事業の拡大も進みました。またインドでのオフセットインキの生産・

販売体制の整備も進めています。 

 オセアニアでも、オフセットインキを中心に拡販が進むとともに、前年同期には新規受注に絡

む一時的な販売費用が発生していたこともあり、大幅な増益となりました。 

 これらの結果、売上高は307億43百万円（前中間連結会計期間比20.9％増）、営業利益は20億

68百万円（前中間連結会計期間比43.7％増）と、増収増益になりました。 

  

③ ヨーロッパ地域 

  主力であった汎用顔料事業が、顧客の内製化による需要減少、価格競争の激化、原料費の上昇

などのため、低迷が続いていましたが、当中間期には、この事業の撤退と高付加価値製品への転

化を進めました。事業撤退までの人件費負担や、新規事業の先行費用などの発生で、赤字幅が拡

大しましたが、高機能顔料、高級オフセットインキ、インクジェット材料などの拡販が進むとと

もに、新しく着色剤の新会社を設立しました。なお撤退費用のうち、特別退職金等については、

特別損失「事業撤退損」に計上しています。 

 これらの結果、売上高は38億69百万円（前中間連結会計期間比5.2％増）と増収になりました

が、営業損失は11億00百万円（前中間連結会計期間は５億33百万円の営業損失）と、大幅に損失

が増加しました。  

 

売上高 営業利益又は営業損失（△） 

前中間連結 

会計期間 

（百万円） 

当中間連結 

会計期間 

（百万円） 

増減率 

（％） 

前中間連結 

会計期間 

（百万円） 

当中間連結 

会計期間 

（百万円） 

増減率 

（％） 

日本 95,738 95,270 △0.5 4,990 2,730 △45.3 

アジア・オセアニア 25,433 30,743 20.9 1,439 2,068 43.7 

ヨーロッパ 3,676 3,869 5.2 △533 △1,100 － 

北米 5,989 5,353 △10.6 376 137 △63.5 

計 130,838 135,236 3.4 6,273 3,836 △38.8 

消去又は全社 △10,009 △10,553 － 351 362 － 

連結 120,828 124,683 3.2 6,624 4,198 △36.6 



  

④ 北米地域 

 自動車向け着色剤が好調に推移するとともに、オフセットインキや汎用顔料の販売が伸長しま

した。しかし主力の建装材印刷向けグラビアインキの需要が低迷しましたうえ、ディスプレイ関

連で顧客の事業撤退がありました影響で、売上高は53億53百万円（前中間連結会計期間比10.6％

減）、営業利益は１億37百万円（前中間連結会計期間比63.5％減）と、減収減益になりました。

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

  

 当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、期首残高より

61億46百万円減少し、164億26百万円となりました。 

 営業活動により得られた資金は41億72百万円で、前中間連結会計期間に比べ66億94百万円減少し

ました。税金等調整前中間純利益が前中間連結会計期間に比べ減少し、また仕入債務の減少による

資金減少がありました。 

 投資活動により使用した資金は63億60百万円で、前中間連結会計期間に比べ支出が４億88百万円

減少しました。有形固定資産の取得に伴う支出が増加した一方で、投資有価証券の売却に伴う収入

が増加しました。 

 財務活動により使用した資金は45億55百万円で、前中間連結会計期間に比べ支出が75億93百万円

減少しました。これは主に、前中間連結会計期間には社債償還資金（現金同等物）の返戻によりコ

マーシャルペーパーの償還が行われたことによるものです。なお、当中間連結会計期間末の有利子

負債残高は、引き続き減少し、630億95百万円となりました。 

 

前中間連結会計期間 

（百万円） 

当中間連結会計期間 

（百万円） 

増減 

（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,866 4,172 △6,694 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,848 △6,360 488 

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,149 △4,555 7,593 

現金及び現金同等物の中間期末残高 22,239 16,426 △5,813 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 (注) 生産金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当企業グループにおける受注生産は極めて少なく、大部分計画生産でありますので、記載を省略

しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 (注) １ 上記の金額は、連結会社間の内部売上高を除いております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合につきましては、販売実績の総販売実

績に対する割合が10％以上の相手先が存在しないため、記載を省略しております。 

３ 【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について、重要な変更はありま

せん。 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

印刷インキ 34,004 6.3 

グラフィックアーツ関連機器及び材料 1,198 △1.4 

高分子関連材料 18,551 7.3 

化成品及びメディア材料 31,770 7.6 

その他 424 10.9 

合計 85,949 6.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

印刷インキ 52,586 7.1 

グラフィックアーツ関連機器及び材料 14,763 △4.7 

高分子関連材料 23,770 4.6 

化成品及びメディア材料 30,096 1.5 

その他 3,467 △10.5 

合計 124,683 3.2 



４ 【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５ 【研究開発活動】 

 当企業グループは、独創技術の開発を基本理念とし、二大素材である顔料と樹脂の設計・合成に係

わる要素技術と、分散・印刷・塗加工に係わる要素技術を、環境調和と高機能化に向けて融合させ、

新規材料及び製品の開発から生産技術の開発に至るまで、積極的な研究開発活動を行っております。

 現在、研究開発は、当社の技術・研究・開発本部（事業開発研究所、色材・メディア材料研究所、

光・電子材料研究所、ポリマー材料研究所）、SCM本部（生産技術研究所）、各事業本部及び各連結

子会社の技術部門により推進しております。研究開発スタッフは、グループ全体で約600名です。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、38億43百万円であり、事業の種類別の

研究目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は、次のとおりです。 

 (1）印刷インキ事業 

 印刷インキでは、各製品群の高品位化・高付加価値化と 先端の環境調和製品の開発に取り組ん

でおります。オフセットインキは、顔料分散技術及び乳化制御技術を活用し、様々な用紙グレード

に対応すると共に乳化適性並びに高速印刷適性に優れた輪転インキ「WD LEO-X(レオエックス)」を

開発致しました。この「WD LEO-X」は各種グリーン基準に適合した新レギュラーインキとして９月

上旬より販売を開始しております。また、導電性インキ「レックスアルファシリーズ」は、従来の

ラインナップにUV硬化タイプ、細線印刷タイプを加え、機能性製品群として取り揃えております。 

 グラビアインキは環境調和型製品であるノントルエンタイプの性能向上により本タイプへの代替

が大幅に進みました。今年度はVOC(揮発性有機化合物)対策面で理想の姿である溶剤回収再利用型イ

ンキの上市、実績化を予定しており、溶剤回収装置も含めて溶剤循環システムの構築を進めて行き

ます。また、クリーンな環境で印字ができ、消すことができないレーザーマーキング剤「Elbima」

や防汚性に優れた表皮材向けコート剤「フルシェード」、さらに建材用EB/UVインキ等の機能製品開

発を推し進めております。 

 当事業に係わる研究開発費は、13億20百万円です。 

  

 (2）グラフィックアーツ関連機器及び材料事業 

  当事業では、印刷品質向上と資源を有効利用する為に製品開発を実施しております。グラビアイ

ンキの特色インキ作成・在庫管理システムとして「エコマッチ21G  Ver.2」の開発を完了し、2007

年より販売を開始しております。 

 当事業に係わる研究開発費は、29百万円です。 

 (3）高分子関連材料事業 

  当事業では、事業のプラットホームである樹脂製品事業を整備し、樹脂合成・分散・フォーミュ

レーション・塗加工技術を活用した製品の研究開発を行っています。オプトエレクトロニクス分

野・自動車分野・メディカル分野等に対し、素材の高機能化を実現することにより、FPD用光学制御

コート剤製品群の「リオデュラスシリーズ」、光学用粘着剤「リオオプトシリーズ」、粘接着テー

プ「リオエルムシリーズ」等の新製品を開発し市場展開を始めました。加えて、VOCを抑制した低臭

粘着剤「オリバインTFKシリーズ」、サイン市場向け新製品「アクアピュール」、機能性ポリマー微

粒子「リオスフィア」及び植物抽出エキスの応用製品の市場展開を進めております。 

 当事業に係わる研究開発費は、6億68百万円です。 



 (4）化成品及びメディア材料事業 

  当事業では、顔料合成技術などの材料開発及び顔料分散技術を利用した製品の研究開発を行って

おります。特に有機顔料、カーボンブラック、無機・金属ナノ粒子を分散して、オプトエレクトロ

ニクス分野、自動車分野向けの顔料、塗料及びマスターバッチなどの高付加価値製品に展開を始め

ました。有機EL素子材料では赤色発光材料に続き、青色発光材料の開発に着手しました。インクジ

ェット材料では環境対応型溶剤インキ、加工性を付与した紫外線硬化型インキを新規に市場投入し

ました。液晶ディスプレイカラーフィルター用材料では国内・海外においてテレビ用高明度／高コ

ントラストレジスト材料のニーズが高まり、スピーディな技術対応により成果を上げて来ました。 

 当事業に係わる研究開発費は、17億51百万円です。 

  

 (5）その他の事業 

 当事業では、代表的な事業であるグリーンケミカル関連事業において、天然色素、可食性イン

キ、クマザサ抽出物など健康補助食品を含む健康生活応援ブランド「リオナチュレ」シリーズを開

発し販売を開始しました。 

 当事業に係わる研究開発費は、74百万円です。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却

等の計画はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

② 【発行済株式】 

 (注) 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧転換社債等

の権利行使を含む。)により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した転換社債は、次のとおりであります。 

第６回無担保転換社債(平成８年12月４日発行) 

(3）【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 600,000,000 

計 600,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年12月10日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 303,108,724 303,108,724 
東京証券取引所 

 (市場第一部) 

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式 

計 303,108,724 303,108,724 ― ― 

  
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

転換社債の残高(百万円) 14,303 14,303 

転換価格(円) 539.00 539.00 

資本組入額(円) 270 270 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 新株予約権の行使(旧転換社債等の権利行使を含む。)による増加であります。 

(5）【大株主の状況】 

 （注） 千株未満は切捨てて表示しております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成19年４月１日 

～ 

平成19年９月30日 

（注） 

74,211 303,108,724 20 31,733 19 32,920 

  平成19年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東１－５－１ 68,234 22.51 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２－11－３ 18,970 6.26 

サカタインクス株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀１－23－37 11,595 3.83 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１－８－11 7,324 2.42 

株式会社日本触媒 大阪府大阪市中央区高麗橋４－１－１ 7,138 2.36 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 6,341 2.09 

東京書籍株式会社 東京都北区堀船２－17－１ 6,326 2.09 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 6,280 2.07 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

505019 

(常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行) 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P. O. BOX  

518 IFSC DUBLIN, IRELAND 

  

(東京都千代田区丸の内１－３－３) 

6,274 2.07 

東洋インキ従業員持株会 東京都中央区京橋２－３－13 5,434 1.79 

計 ― 143,919 47.48 



(6）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 (注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が17,000株(議決権17個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれており

ます。 

当社所有の自己株式    637株 

相互保有株式 

東洋インキ城東販売㈱  916株 

② 【自己株式等】 

 (注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 (注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  平成19年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

普通株式    605,000 
― 

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式 

(相互保有株式) 

普通株式     29,000 
― 同上 

完全議決権株式(その他) 普通株式  300,788,000 300,788 同上 

単元未満株式 普通株式   1,686,724 ― 同上 

発行済株式総数 303,108,724 ― ― 

総株主の議決権 ― 300,788 ― 

  平成19年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

東洋インキ製造株式会社 
東京都中央区京橋 

２―３―13 

605,000 ― 605,000 0.20 

(相互保有株式) 

東洋インキ城東販売株式会社 
東京都台東区駒形 

１―４―４ 

29,000 ― 29,000 0.01 

計 ― 634,000 ― 634,000 0.21 

月別 
平成19年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 493 477 475 486 448 423 

低(円) 433 450 444 436 386 383 



３ 【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあ

りません。 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連

結財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)

は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年

大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸

表等規則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月

30日まで)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツによる中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

       （資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 ※２   18,636     16,931     22,934   

２ 受取手形及び売掛金 ※2,5   88,591     88,494     87,283   

３ 有価証券     1,423     329     616   

４ たな卸資産     33,555     38,159     36,385   

５ 繰延税金資産     2,799     2,657     2,893   

６ その他      5,521     4,495     3,036   

   貸倒引当金      △1,173     △993     △921   

  流動資産合計     149,354 49.4   150,074 49.5   152,228 49.5 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物 ※２ 32,225     36,564     34,288     

(2）機械装置及び運搬具   29,641     32,727     31,154     

(3）工具器具及び備品   3,559     3,531     3,591     

(4) 土地  ※２ 27,102     28,141     27,968     

(5) 建設仮勘定   5,313 97,842   5,218 106,183   5,927 102,929   

２ 無形固定資産     2,919     2,016     2,203   

３ 投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   45,741     36,679     42,989     

(2）繰延税金資産   748     1,120     921     

(3）その他 ※２ 6,120     7,739     6,873     

    貸倒引当金    △686 51,923   △506 45,034   △707 50,077   

  固定資産合計     152,685 50.6   153,234 50.5   155,210 50.5 

  資産合計     302,040 100.0   303,308 100.0   307,439 100.0 

          

 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

       （負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛金 ※５   49,765     49,175     50,626   

２ 短期借入金 ※２   29,201     24,550     34,394   

３ 未払法人税等     2,236     2,115     2,746   

４ その他     17,226     19,391     19,636   

 流動負債合計     98,430 32.6   95,231 31.4   107,404 35.0 

Ⅱ 固定負債                    

１ 転換社債     14,343     14,303     14,343   

２ 長期借入金     18,990     23,553     14,093   

３ 繰延税金負債     7,492     4,668     6,229   

４ 退職給付引当金     1,491     1,636     1,487   

５ 役員退職慰労引当金     197     211     203   

６ その他     601     178     168   

 固定負債合計     43,117 14.3   44,552 14.7   36,525 11.9 

 負債合計     141,547 46.9   139,783 46.1   143,929 46.9 

                     

       （純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     31,713 10.5   31,733 10.5   31,713 10.3 

２ 資本剰余金     32,901 10.9   32,922 10.8   32,902 10.7 

３ 利益剰余金     81,772 27.1   83,717 27.6   83,968 27.3 

４ 自己株式     △211 △0.1   △245 △0.1   △229 △0.1 

 株主資本合計     146,175 48.4   148,127 48.8   148,354 48.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評価差額金     8,464 2.8   3,887 1.3   6,417 2.1 

２ 為替換算調整勘定     △964 △0.3   3,641 1.2   1,245 0.4 

 評価・換算差額等合計     7,500 2.5   7,528 2.5   7,662 2.5 

Ⅲ 少数株主持分     6,817 2.2   7,868 2.6   7,492 2.4 

 純資産合計     160,492 53.1   163,524 53.9   163,509 53.1 

 負債純資産合計     302,040 100.0   303,308 100.0   307,439 100.0 

          



② 【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     120,828 100.0 124,683 100.0   245,490 100.0 

Ⅱ 売上原価     92,883 76.9 98,486 79.0   191,028 77.8

売上総利益     27,944 23.1 26,196 21.0   54,461 22.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

１ 荷造運搬費   3,273 3,251 6,675   

２ 給料手当   5,048 5,244 10,071   

３ 賞与   1,333 1,291 2,691   

４ 福利厚生費   1,270 1,304 2,422   

５ 減価償却費   929 946 1,895   

６ 研究開発費   1,347 1,362 2,763   

７ その他   8,117 21,319 17.6 8,597 21,998 17.6 16,072 42,592 17.4

営業利益     6,624 5.5 4,198 3.4   11,869 4.8

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   91 100 239   

２ 受取配当金   197 275 455   

３ 固定資産賃貸料   156 143 322   

４ 為替差益   52 174 259   

５ 持分法による投資利益   51 ― ―   

６ その他   564 1,114 0.9 479 1,173 0.9 1,032 2,308 1.0

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   528 583 1,089   

２ 外国源泉税   113 ― ―   

３ 賃貸減価償却費   ― 130 196   

４ 持分法による投資損失   ― 77 0   

５ その他   340 982 0.8 245 1,037 0.8 641 1,928 0.8

経常利益     6,756 5.6 4,334 3.5   12,249 5.0

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益 ※１ ― 618 ―   

２ 投資有価証券売却益   ― 1,194 1,698   

３ 貸倒引当金戻入益    302 ― 465   

４ 退職給付信託解約益   1,108 ― 1,108   

５ その他   102 1,513 1.2 ― 1,812 1.4 93 3,365 1.3

Ⅶ 特別損失         

１ 固定資産除却等損 ※２ 300 378 499   

２ 固定資産解体撤去費用   157 ― 199   

３ 事業撤退損   ― 1,123 383   

４ 環境対策費   71 ― 175   

５ その他   ― 528 0.4 19 1,521 1.2 18 1,276 0.5

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    7,741 6.4 4,625 3.7   14,338 5.8

法人税、住民税及び事業税   2,002 2,088 4,780   

法人税等調整額 ※３ 1,051 3,053 2.5 478 2,566 2.0 933 5,713 2.3

少数株主利益     331 0.3 344 0.3   724 0.3

中間(当期)純利益     4,356 3.6 1,714 1.4   7,900 3.2

          



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）             

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高          （百万円） 31,711 32,899 78,926 △194 143,343 

中間連結会計期間中の変動額          

  転換社債の転換による増加高 1 1     2 

剰余金の配当（注）     △1,361   △1,361 

役員賞与（注）     △149   △149 

中間純利益     4,356   4,356 

自己株式の取得       △19 △19 

自己株式の処分   0   2 3 

持分法適用関連会社の持分比率変動 
による差額 

      △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 （百万円） 1 2 2,845 △16 2,832 

平成18年９月30日残高          （百万円） 31,713 32,901 81,772 △211 146,175 

 

評価・換算差額等 

  少数株主持分    純資産合計 
 その他有価証券 
   評価差額金   

為替換算調整勘定
  評価・換算 
   差額等合計 

平成18年３月31日残高         （百万円） 9,173 △991 8,181 6,791 158,315 

中間連結会計期間中の変動額          

  転換社債の転換による増加高         2 

剰余金の配当（注）         △1,361 

役員賞与（注）         △149 

中間純利益         4,356 

自己株式の取得         △19 

自己株式の処分         3 

持分法適用関連会社の持分比率変動 
による差額  

        △0 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額（純額）  

△708 27 △681 25 △655 

中間連結会計期間中の変動額合計 （百万円） △708 27 △681 25 2,176 

平成18年９月30日残高          （百万円） 8,464 △964 7,500 6,817 160,492 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）             

   

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高          （百万円） 31,713 32,902 83,968 △229 148,354 

中間連結会計期間中の変動額          

  転換社債の転換による増加高 20 19     39 

剰余金の配当     △1,965   △1,965 

中間純利益     1,714   1,714 

自己株式の取得       △19 △19 

自己株式の処分   0   3 3 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 （百万円） 20 20 △251 △16 △227 

平成19年９月30日残高          （百万円） 31,733 32,922 83,717 △245 148,127 

 

評価・換算差額等 

  少数株主持分    純資産合計 
 その他有価証券 
   評価差額金   

為替換算調整勘定
  評価・換算 
   差額等合計 

平成19年３月31日残高         （百万円） 6,417 1,245 7,662 7,492 163,509 

中間連結会計期間中の変動額          

  転換社債の転換による増加高         39 

剰余金の配当         △1,965 

中間純利益         1,714 

自己株式の取得         △19 

自己株式の処分         3 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額（純額）  

△2,530 2,396 △133 375 242 

中間連結会計期間中の変動額合計 （百万円） △2,530 2,396 △133 375 14 

平成19年９月30日残高          （百万円） 3,887 3,641 7,528 7,868 163,524 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高          （百万円） 31,711 32,899 78,926 △194 143,343 

連結会計年度中の変動額          

  転換社債の転換による増加高 1 1     2 

剰余金の配当（注）     △1,361   △1,361 

剰余金の配当     △1,361   △1,361 

役員賞与（注）     △149   △149 

当期純利益     7,900   7,900 

自己株式の取得       △38 △38 

自己株式の処分   1   4 5 

連結子会社の除外に伴う増加高     13   13 

持分法適用関連会社の持分比率変動 
による差額 

      △0 △0 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額(純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計   （百万円） 1 2 5,042 △34 5,011 

平成19年３月31日残高          （百万円） 31,713 32,902 83,968 △229 148,354 

 

評価・換算差額等 

  少数株主持分    純資産合計 
 その他有価証券 
   評価差額金   

為替換算調整勘定
  評価・換算 
   差額等合計 

平成18年３月31日残高         （百万円） 9,173 △991 8,181 6,791 158,315 

連結会計年度中の変動額          

  転換社債の転換による増加高         2 

剰余金の配当（注）         △1,361 

剰余金の配当         △1,361 

役員賞与（注）         △149 

当期純利益         7,900 

自己株式の取得         △38 

自己株式の処分         5 

連結子会社の除外に伴う増加高         13 

持分法適用関連会社の持分比率変動 
による差額  

        △0 

  
株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額）  

△2,755 2,236 △518 701 182 

連結会計年度中の変動額合計   （百万円） △2,755 2,236 △518 701 5,193 

平成19年３月31日残高          （百万円） 6,417 1,245 7,662 7,492 163,509 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間(当期)純利益   7,741 4,625 14,338 

減価償却費   5,578 6,119 11,741 

受取利息及び受取配当金   △288 △375 △694 

支払利息   528 583 1,089 

有形固定資産売却損益(利益：△)   ― △403 ― 

有形固定資産除却損   285 89 438 

投資有価証券売却損益(利益：△)    ― △1,194 △1,687 

持分法による投資損益(利益：△)   △51 77 0 

売上債権の増減額(増加：△)   △1,461 1,682 1,212 

たな卸資産の増減額(増加：△)   △857 △83 △2,730 

仕入債務の増減額(減少：△)   4,720 △2,854 5,119 

その他   △1,967 △1,145 △2,141 

小  計   14,227 7,121 26,687 

利息及び配当金の受取額   512 441 803 

利息の支払額   △508 △606 △1,072 

法人税等の支払額   △3,363 △2,784 △5,671 

営業活動によるキャッシュ・フロー   10,866 4,172 20,746 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   ― △298 △244 

定期預金の払出による収入   ― 372 169 

有形固定資産の取得による支出   △6,000 △8,646 △14,808 

有形固定資産の売却による収入   113 1,860 255 

投資有価証券の取得による支出   △1,235 △1,110 △5,062 

投資有価証券の売却による収入   335 1,429 5,033 

新規連結子会社の取得による収入   ― 160 ― 

その他   △61 △127 △26 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,848 △6,360 △14,684 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金純増減額(減少：△)   △161 △2,630 17 

コマーシャルペーパー純増減額(減少：△)   △10,000 ― △10,000 

長期借入による収入   ― 10,000 2 

長期借入金の返済による支出   △495 △9,602 △1,177 

配当金の支払額   △1,361 △1,964 △2,723 

少数株主への配当金の支払額   △113 △340 △356 

その他   △18 △18 △30 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △12,149 △4,555 △14,267 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   4 597 411 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)   △8,126 △6,146 △7,793 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   30,366 22,572 30,366 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 22,239 16,426 22,572 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は66社であり、子会

社はすべて連結されております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は68社であり、子会

社はすべて連結されております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は66社であり、子会

社はすべて連結されております。 

主要な連結子会社の名称 

マツイカガク㈱ 

東洋ビーネット㈱ 

オリエンタル化成㈱ 

東洋インキ東京販売㈱ 

トーヨーケム㈱ 

天津東洋油墨有限公司 

フランカラーピグメンツ㈱ 

ライオケム㈱ 

東洋インキオーストラリア㈱ 

 当中間連結会計期間において、

３社を新たに連結子会社に含めま

した。  

・東洋インキインド㈱、東洋粘着

材加工（天津）有限公司及び東

洋インキ韓国㈱は当中間連結会

計期間において設立され、連結

子会社に含めました。  

 当中間連結会計期間において、

以下の連結子会社は社名変更致し

ました。  

・東洋インキヨーロッパホールデ

ィング㈱（旧東洋ヨーロッパネ

ットワーク㈱） 

主要な連結子会社の名称 

マツイカガク㈱ 

東洋ビーネット㈱ 

東洋インキ中四国㈱ 

東洋モートン㈱ 

天津東洋油墨有限公司 

フランカラーピグメンツ㈱ 

三永インキペイント製造㈱ 

東洋インキ（泰国）㈱  

ライオケム㈱ 

 当中間連結会計期間において、

３社を新たに連結子会社に含め、

１社を連結子会社より除外しまし

た。  

・テクノバ東洋インキ㈱及び東洋

インキヨーロッパプラスチック

カララント㈱は当中間連結会計

期間において設立され、連結子

会社に含めました。  

・前連結会計年度において持分法

適用関連会社であった東洋ペト

ロライト㈱は、当中間連結会計

期間において議決権の全てを取

得したことに伴い連結子会社と

なりました。   

  ・前連結会計年度において連結子会

   社であった東洋インキマニファク

   チャリング㈱は、当中間連結会計

   期間において東洋インキフィリピ

   ン㈱と合併したことにより、連結

     の範囲から除外しました。   

主要な連結子会社の名称 

「第１ 企業の概況」に記載し

ているため省略しております。 

 当連結会計年度において、５社

を新たに連結子会社に含め、２社

を連結子会社より除外しました。  

・トヨネックス㈱、東洋インキイ

ンド㈱、東洋粘着材加工（天

津）有限公司、東洋インキヨー

ロッパ（パリ）㈱及び東洋イン

キ韓国㈱は当連結会計年度にお

いて設立され、連結子会社に含

めました。 

・前連結会計年度において連結子

会社であった珠海東洋塑料有限

公司は、当連結会計年度におい

て珠海東洋油墨有限公司と合併

したことにより、連結の範囲か

ら除外しました。 

・前連結会計年度において連結子

会社であったインテックスイス

ラエルテクノロジーズ㈱は、当

連結会計年度において清算した

ことにより、連結の範囲から除

外しました。 

 当連結会計年度において、以下

の連結子会社は社名変更致しまし

た。  

・東洋インキヨーロッパホールデ

ィング㈱（旧東洋ヨーロッパネ

ットワーク㈱） 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 持分法の適用に関する事項 

 関連会社８社に対する投資につ

いて、すべて持分法を適用してお

ります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 関連会社９社に対する投資につ

いて、すべて持分法を適用してお

ります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 関連会社８社に対する投資につ

いて、すべて持分法を適用してお

ります。 

主要な会社の名称 

東洋ペトロライト㈱ 

主要な会社の名称 

日本ポリマー工業㈱ 

主要な会社の名称 

「第１ 企業の概況」に記載し

ているため省略しております。 

     

  

  

  

    

  

  

  

    

  

  

  

  

  

 当連結会計年度において、２社

を新たに持分法適用関連会社に含

め、１社を持分法適用関連会社よ

り除外しました。 

・住化ポリマーコンパウンズヨー

ロッパ㈱及び住化ポリマーコン

パウンズアメリカ㈱は当中間連

結会計期間において設立され、

持分法適用関連会社に含めまし

た。 

・前連結会計年度において持分法

適用関連会社であった東洋ペト

ロライト㈱は、当中間連結会計

期間において議決権の全てを取

得したことに伴い連結子会社と

なりました。 

 

     

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

 在外連結子会社の中間決算日はす

べて６月30日であります。中間決算

日が中間連結決算日と異なる連結子

会社については、その差異が３ヶ月

を超えないため、仮決算は行ってお

りません。  

 なお、中間連結決算日までの期間

に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する

事項 

 在外連結子会社の決算日はすべて

12月31日であります。決算日が連結

決算日と異なる連結子会社について

は、その差異が３ヶ月を超えないた

め、仮決算は行っておりません。 

 なお、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

…償却原価法(定額法) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

ａ．  ――――― 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

…償却原価法(定額法) 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

② デリバティブ 

…時価法 

② デリバティブ 

…同左 

② デリバティブ 

…同左 

③ たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

…主として総平均法による

原価法 

③ たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

…同左 

③ たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

…同左 

ｂ．原料 

…当社及び国内連結子会社

は主として総平均法によ

る原価法 

在外連結子会社は先入先

出法または移動平均法に

よる低価法 

ｂ．原料 

…同左 

ｂ．原料 

…同左 

ｃ．商品、貯蔵品 

…当社及び国内連結子会社

は主として 終仕入原価

法 

在外連結子会社は主とし

て先入先出法または移動

平均法による低価法 

ｃ．商品、貯蔵品 

…同左 

ｃ．商品、貯蔵品 

…同左 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

方法 

有形固定資産 

…当社及び国内連結子会社は主

として定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定額

法 

在外連結子会社は主として定

額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

方法 

有形固定資産 

…当社及び国内連結子会社は主

として定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定額

法 

在外連結子会社は主として定

額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

方法 

有形固定資産 

…当社及び国内連結子会社は主

として定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定額

法 

在外連結子会社は主として定

額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 ８～50年

機械装置及び 

運搬具 
４～15年

工具器具及び備品 ３～８年

建物及び構築物 ８～50年

機械装置及び 

運搬具 
４～15年

工具器具及び備品 ３～15年

建物及び構築物 ８～50年

機械装置及び 

運搬具 
４～15年

工具器具及び備品 ３～８年

   (会計方針の変更) 

 当社及び国内連結子会社

は、平成19年度の法人税法改

正に伴い、当中間連結会計期

間より、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより営業利益が63百

万円、経常利益及び税金等調

整前中間純利益が66百万円そ

れぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

 (追加情報) 

 当社及び国内連結子会社

は、平成19年度の法人税法改

正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した有形固定資産

については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

 これにより営業利益が258百

万円、経常利益及び税金等調

整前中間純利益が272百万円そ

れぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 当社及び主要な連結子会社に

おいては、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による定額法に

より、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しておりま

す。 

② 退職給付引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 当社及び主要な連結子会社に

おいては、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による定額法に

より、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しておりま

す。 

③ 役員退職慰労引当金 

 国内連結子会社３社におい

て、役員に対する退職慰労金の

支払いに充てるため、内規に基

づく中間連結会計期間末要支給

額を引当計上しております。 

 なお当社は、役員退職慰労金

制度廃止に伴う打ち切り支給議

案が平成18年６月29日開催の定

時株主総会にて承認可決されて

おり、当該決議に基づき役員退

職慰労金を打ち切り支給し、役

員退職慰労引当金を全額取り崩

しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 国内連結子会社３社におい

て、役員に対する退職慰労金の

支払いに充てるため、内規に基

づく中間連結会計期間末要支給

額を引当計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 国内連結子会社３社におい

て、役員に対する退職慰労金の

支払いに充てるため、内規に基

づく連結会計年度末要支給額を

引当計上しております。 

 なお当社は、役員退職慰労金

制度廃止に伴う打ち切り支給議

案が平成18年６月29日開催の定

時株主総会にて承認可決されて

おり、当該決議に基づき役員退

職慰労金を打ち切り支給し、役

員退職慰労引当金を全額取り崩

しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外連結子会社等の資産及

び負債は中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めてお

ります。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外連結子会社等の資産及び負

債は決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めております。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引のうち、特

例処理要件を満たしているもの

について特例処理を採用してお

ります。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ

取引 

ヘッジ対象……長期借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 支払利息の変動金利リスクを

回避し、支払利息のキャッシ

ュ・フローを固定化する目的で

金利スワップ取引を行っており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理の要件を充足してい

るため、有効性の判定は省略し

ております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

(7）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

      

５  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金同

等物)は手元現金、要求払預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクし

か負わない、取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する短期投資か

らなっております。 

５  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は手元現金、要求払預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない、取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する短期投資から

なっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

  これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、153,675百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

  これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、156,017百万円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

  

――――― ――――― (役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日)を適用し

ております。これにより営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利

益は、それぞれ24百万円減少してお

ります。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「投資有価証券売却益」(当中間連結会計期間90百万

円)は、特別利益の総額の100分の10以下であるため、当

中間連結会計期間より特別利益の「その他」に含めて表

示しております。 

 前中間連結会計期間において、「固定資産除却等損」

に含めて表示しておりました「固定資産解体撤去費用」

は、特別損失の総額の100分の10を超えることとなったた

め、当中間連結会計期間より区分掲記することといたし

ました。なお、前中間連結会計期間の「固定資産除却等

損」に含まれている「固定資産解体撤去費用」は145百万

円であります。 

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他」に含めておりました「賃貸減価償却費」は、営業外

費用の総額の100分の10を超えることとなったため、当中

間連結会計期間より区分掲記することといたしました。

なお、前中間連結会計期間の営業外費用の「その他」に

含まれている「賃貸減価償却費」は85百万円でありま

す。 

 前中間連結会計期間において、特別利益の「その他」

に含めておりました「固定資産売却益」は、特別利益の

総額の100分の10を超えることとなったため、当中間連結

会計期間より区分掲記することといたしました。なお、

前中間連結会計期間の特別利益の「その他」に含まれて

いる「固定資産売却益」は12百万円であります。 

 前中間連結会計期間において、特別利益の「その他」

に含めておりました「投資有価証券売却益」は、特別利

益の総額の100分の10を超えることとなったため、当中間

連結会計期間より区分掲記することといたしました。な

お、前中間連結会計期間の特別利益の「その他」に含ま

れている「投資有価証券売却益」は90百万円でありま

す。 

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「固定資産解体撤去費用」(当中間連結会計期間73百万

円)は、特別損失の総額の100分の10以下であるため、当

中間連結会計期間より特別損失の「固定資産除却等損」

に含めて表示しております。 

    

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「定期預金の預入による支出」(当中間連結会計期間

144百万円)及び「定期預金の払出による収入」(当中間連

結会計期間134百万円)は、重要性が減少したため、当中

間連結会計期間より投資活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示しております。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「有形固定資産売却損益」は重要性が増加したため、当

中間連結会計期間より区分掲記しております。なお、前

中間連結会計期間の「有形固定資産売却損益」は１百万

円であります。  

  

 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「投資有価証券売却損益」は重要性が増加したため、当

中間連結会計期間より区分掲記しております。なお、前

中間連結会計期間の「投資有価証券売却損益」は△90百

万円であります。  

  

 前中間連結会計期間において、投資活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「定期預金の預入による支出」及び「定期預金の払出に

よる収入」は重要性が増加したため、当中間連結会計期

間より区分掲記しております。なお、前中間連結会計期

間の「定期預金の預入による支出」は144百万円、「定期

預金の払出による収入」は134百万円であります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

152,474百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

       164,962百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 157,933百万円 

※２ 担保に供している資産並びに担

保付債務 

担保に供している資産 

――――― ※２ 担保に供している資産並びに担

保付債務 

担保に供している資産 

建物及び構築物 96百万円

土地  508 〃 

その他  47 〃 

計  652 〃 

  建物及び構築物   102百万円

土地   538 〃 

その他   107  〃 

計 748  〃 

担保付債務   担保付債務 

短期借入金 1,050百万円   短期借入金   714百万円

 ３ 保証債務 

金融機関よりの借入金等につい

て保証(保証予約を含む)を行っ

ております。なお、外貨建ての

円換算額は中間連結決算日の為

替相場によるものであります。 

 ３ 保証債務 

金融機関よりの借入金等につい

て保証(保証予約を含む)を行っ

ております。なお、外貨建ての

円換算額は中間連結決算日の為

替相場によるものであります。

 ３ 保証債務 

金融機関よりの借入金等につい

て保証(保証予約を含む)を行っ

ております。なお、外貨建ての

円換算額は連結決算日の為替相

場によるものであります。 

㈱生産経済 

新聞社 
428百万円

その他  35  〃 

従業員 

(住宅ローン） 
 1,608  〃 

計  2,072  〃 

  (注)  株式会社エス・ケイは平成

 19年10月１日付けで株式会

 社生産経済新聞社より社名

 変更しております。 

㈱エス・ケイ

(注) 
327百万円

珠海住化複合塑

料有限公司 

(RMB11,607千
他)

293 〃  

その他  10  〃 

従業員 

(住宅ローン） 
 1,368  〃 

計  1,999  〃 

㈱生産経済 

新聞社 
378百万円

その他  110  〃 

従業員 

(住宅ローン） 
 1,497  〃 

計  1,986  〃 

 ４ 受取手形割引高 370百万円

受取手形 

裏書譲渡高 
 150  〃 

 ４ 受取手形割引高    500百万円

受取手形 

裏書譲渡高 
  75  〃 

 ４ 受取手形割引高 607百万円

受取手形 

裏書譲渡高 
121  〃 

※５ 中間連結会計期間末日満期手形

の処理 

中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、当中間

連結会計期間の末日は金融機関

の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理して

おります。当中間連結会計期間

末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。 

※５ 中間連結会計期間末日満期手形

の処理 

中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、当中間

連結会計期間の末日は金融機関

の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理して

おります。当中間連結会計期間

末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。 

※５ 連結会計年度末日満期手形の処

理 

連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、当連結会計

年度末日は金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形の

金額は、次のとおりでありま

す。 

受取手形 2,851百万円

支払手形  206 〃 

受取手形   2,380百万円

支払手形   352 〃 

受取手形   2,964百万円

支払手形   285 〃 

     



(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― ※１ 固定資産売却益の内訳は次のと

おりであります。 

――――― 

  土地 600百万円

その他  18 〃 

計  618 〃 

 

※２ 固定資産除却等損の内訳は次の

とおりであります。 

※２ 固定資産除却等損の内訳は次の

とおりであります。 

※２ 固定資産除却等損の内訳は次の

とおりであります。 

機械装置 
及び運搬具 

210百万円

その他  89 〃 

計  300 〃 

建物及び構築物 229百万円
機械装置
及び運搬具 

 124 〃 

その他  23 〃 

計  378 〃 

建物及び構築物    119百万円

機械装置 
及び運搬具 

 339 〃 

その他   40 〃 

計  499 〃 

※３ 中間連結会計期間に係る税額算

定に当たり、当連結会計年度の

剰余金の処分において取崩すこ

とを予定している特別償却準備

金、保険差益圧縮積立金及び固

定資産圧縮積立金の額を課税所

得に反映させております。 

※３ 中間連結会計期間に係る税額算

定に当たり、当連結会計年度の

剰余金の処分において取崩すこ

とを予定している特別償却準備

金、保険差益圧縮積立金及び固

定資産圧縮積立金の額を課税所

得に反映させております。 

――――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加５千株は、転換社債の転換に伴う新株の発行による増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加36千株は、単元未満株式の買取りによる増加36千株、持分法適用会

社の持分比率変動による持分法適用会社が所有する自己株式（当社株式）の当社帰属分増加０千株であ

ります。 

３ 普通株式の自己株式の株式数の減少６千株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。 

２ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 （注） 持分法適用関連会社が所有する自己株式にかかる配当金のうち、持分相当分を控除しております。 

なお、控除前の金額は、1,361百万円であります。 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末

後となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 303,028 5 ― 303,034 

合計 303,028 5 ― 303,034 

自己株式        

普通株式 （注）２、３ 518 36 6 549 

合計 518 36 6 549 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,361 4.50 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年11月16日 

取締役会 
普通株式 1,361 利益剰余金 4.50 平成18年９月30日 平成18年12月５日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加74千株は、転換社債の転換に伴う新株の発行による増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加42千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３ 普通株式の自己株式の株式数の減少８千株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。 

２ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（注）１ １株当たり配当額には、創立100周年記念配当２円を含んでおります。 

２ 持分法適用関連会社が所有する自己株式にかかる配当金のうち、持分相当分を控除しております。 

なお、控除前の金額は、1,966百万円であります。 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末

後となるもの 

 （注） 持分法適用関連会社が所有する自己株式にかかる配当金のうち、持分相当分を控除しております。 

なお、控除前の金額は、1,663百万円であります。 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 303,034 74 ―  303,108 

合計 303,034 74 ―  303,108 

自己株式        

普通株式 （注）２、３ 586 42 8 620 

合計 586 42 8 620 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,965 6.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年11月15日 

取締役会 
普通株式 1,663 利益剰余金  5.50 平成19年９月30日 平成19年12月５日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加５千株は、転換社債の転換に伴う新株の発行による増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加78千株は、単元未満株式の買取りによる増加77千株、持分法適用関

連会社の持分比率変動による持分法適用関連会社が所有する自己株式（当社株式）の当社帰属分増加０

千株であります。 

３ 普通株式の自己株式の株式数の減少10千株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。 

２ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 （注） 持分法適用関連会社が所有する自己株式にかかる配当金のうち、持分相当分を控除しております。 

なお、控除前の金額は、平成18年６月29日の定時株主総会決議による配当金が1,361百万円、平成18年11

月16日の取締役会決議による配当金が1,361百万円であります。 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）１ １株当たり配当額には、創立100周年記念配当２円を含んでおります。 

２ 持分法適用関連会社が所有する自己株式にかかる配当金のうち、持分相当分を控除しております。 

なお、控除前の金額は、1,966百万円であります。 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 303,028 5 ―  303,034 

合計 303,028 5 ―  303,034 

自己株式        

普通株式 （注）２、３ 518 78 10 586 

合計 518 78 10 586 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,361 4.50  平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月16日 

取締役会 
普通株式 1,361 4.50  平成18年９月30日 平成18年12月５日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,965 利益剰余金 6.50  平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲載

されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲載

されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲載されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 18,636百万円

有価証券勘定 1,423 〃 

計 20,060 〃 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△596 〃 

１年以内に満期の

到来する投資信託

等 

△37 〃 

売戻し条件付現先

（流動資産のその

他） 

2,813 〃 

現金及び 

現金同等物 
22,239 〃 

現金及び預金勘定 16,931百万円

有価証券勘定 329 〃 

計 17,261 〃 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△834 〃 

１年以内に満期の

到来する債券 
△0 〃 

現金及び 

現金同等物 
16,426 〃 

現金及び預金勘定 22,934百万円

有価証券勘定   616 〃 

計 23,551 〃 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△975 〃 

１年以内に満期の

到来する出資等 
△3 〃 

現金及び 

現金同等物 
22,572 〃 

 ２ 重要な非資金取引の内容 

退職給付信託解約

に伴う投資有価証

券増加額 

5,174百万円 

―――――  ２ 重要な非資金取引の内容 

退職給付信託解約

に伴う投資有価証

券増加額 

   5,174百万円 

     



(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 借主としてのリース取引 

(1）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

１ 借主としてのリース取引 

(1）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

１ 借主としてのリース取引 

(1）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

1,418 710 708 

工具器具 
及び備品 

1,914 947 966 

無形固定 
資産 

502 304 197 

その他 14 9 4 

合計 3,849 1,972 1,877 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

1,969 726 1,242

工具器具 
及び備品 

1,830 1,014 815

無形固定 
資産 

384 256 127

その他 16 11 4

合計 4,200 2,010 2,189

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

1,473 763 709

工具器具 
及び備品 

1,920 1,021 899

無形固定 
資産 

436 297 139

その他 15 10 5

合計 3,845 2,092 1,753

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料期末残高相

当額 

１年内 773百万円

１年超 1,135 〃 

合計 1,908 〃 

１年内    682百万円

１年超  1,539 〃 

合計 2,222  〃 

１年内 710百万円

１年超  1,077 〃 

合計  1,788 〃 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 489百万円

減価償却費 

相当額 
460 〃 

支払利息相当額 25 〃 

支払リース料   450百万円

減価償却費 

相当額 
 419  〃 

支払利息相当額  30  〃 

支払リース料   928百万円

減価償却費 

相当額 
874  〃 

支払利息相当額  47  〃 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 



次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2）オペレーティング・リース取

引に係る注記 

未経過リース料 

(2）オペレーティング・リース取

引に係る注記 

未経過リース料 

(2）オペレーティング・リース取

引に係る注記 

未経過リース料 

１年内 284百万円

１年超 838 〃 

合計 1,122 〃 

１年内    420百万円

１年超 2,320 〃 

合計  2,740  〃 

１年内    437百万円

１年超 2,344 〃 

合計  2,781  〃 

２ 貸主としてのリース取引 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

２ 貸主としてのリース取引 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

２ 貸主としてのリース取引 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額及び中間期末

残高 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額及び中間期末

残高 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額及び期末残高 

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 

(百万円) 

中間期末 
残高 

(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

26 8 17 

工具器具 
及び備品 

111 82 29 

無形固定 
資産 

92 67 24 

合計 230 158 71 

  
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

5 2 2

工具器具 
及び備品 

41 23 17

無形固定 
資産 

42 32 10

合計 89 58 30

取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 

(百万円) 

期末残高
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

26 10 15

工具器具 
及び備品 

80 59 21

無形固定 
資産 

76 61 15

合計 183 131 52

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料期末残高相

当額 

１年内 35百万円

１年超 37 〃 

合計 73 〃 

１年内  13百万円

１年超  17 〃 

合計  31 〃 

１年内 24百万円

１年超 29 〃 

合計  53 〃 

③ 受取リース料、減価償却費

及び受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費

及び受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費

及び受取利息相当額 

受取リース料 25百万円

減価償却費 24 〃 

受取利息相当額 0 〃 

受取リース料   12百万円

減価償却費  11 〃 

受取利息相当額  0 〃 

受取リース料   48百万円

減価償却費 46 〃 

受取利息相当額 1 〃 

④ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物

件の取得価額との差額を利

息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法

によっております。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 (注) 取得原価は減損処理後の金額であります。 

なお、有価証券の減損に当たっては、中間連結会計期間末日における当該銘柄の時価が、取得原価に対し50％以

上下落した場合は「著しく下落」があったものとし、減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落

した場合については、時価の推移及び財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断し、減損処理を行って

おりますが、当中間連結会計期間において、減損処理による損失計上はありません。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1）株式 26,019 40,225 14,205 

(2）その他 628 673 44 

合計 26,648 40,898 14,250 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1）満期保有目的の債券   

非上場外国債券 61 

(2）その他有価証券   

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,095 

投資信託 211 

投資事業有限責任組合及び 

それに類する組合への出資 
307 

MMF等 1,201 



当中間連結会計期間末 (平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 (注) 取得原価は減損処理後の金額であります。 

なお、有価証券の減損に当たっては、中間連結会計期間末日における当該銘柄の時価が、取得原価に対し50％以

上下落した場合は「著しく下落」があったものとし、減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落

した場合については、時価の推移及び財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断し、減損処理を行って

おりますが、当中間連結会計期間において、減損処理による損失計上はありません。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1）株式 25,477 31,950 6,473 

(2）その他 81 149 68 

合計 25,558 32,100 6,541 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1）満期保有目的の債券   

非上場外国債券 63 

(2）その他有価証券   

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,088 

投資信託 225 

投資事業有限責任組合及び 

それに類する組合への出資 
232 

MMF等 329 



前連結会計年度末 (平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 (注) 取得原価は減損処理後の金額であります。 

なお、有価証券の減損に当たっては、連結会計年度末日における当該銘柄の時価が、取得原価に対し50％以上下

落した場合は「著しく下落」があったものとし、減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落した

場合については、時価の推移及び財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断し、減損処理を行っており

ますが、当連結会計年度において、減損処理による損失はありません。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1）株式 27,062 37,795 10,733 

(2）その他 339 400 60 

合計 27,402 38,196 10,794 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1）満期保有目的の債券   

非上場外国債券 62 

(2）その他有価証券   

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,071 

投資信託 269 

投資事業有限責任組合及び 

それに類する組合への出資 
281 

MMF等 343 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 （注）１ 通貨オプション取引につきましては、契約額にオプション料を（ ）書きで記載しております。 

    ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 （注）１ 通貨オプション取引につきましては、契約額にオプション料を（ ）書きで記載しております。 

    ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況  

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引 190 190 2 

  通貨オプション取引 1,808 3 1 

    (8)     

  通貨スワップ取引 1,097 △2 △2 

金利 金利キャップ取引 682 － － 

合計 3,778 191 1 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況  

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引 347 341 △2 

  通貨スワップ取引 399 0 0 

合計 747 341 △2 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況  

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引 940 933 △6 

  通貨オプション取引 1,869 5 △0 

    (8)     

  通貨スワップ取引 1,303 2 2 

合計 4,113 941 △4 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  
印刷 
インキ 
(百万円) 

グラフィッ 
クアーツ 
関連機器 
及び材料 
(百万円) 

高分子 
関連材料 
(百万円) 

化成品及び
メディア 
材料 

(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                 

(1）外部顧客に 

対する売上高 
49,106 15,485 22,720 29,641 3,873 120,828 ― 120,828 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

314 25 719 1,112 1,154 3,327 (3,327) ― 

計 49,421 15,511 23,440 30,754 5,027 124,156 (3,327) 120,828 

営業費用 45,286 15,043 21,334 25,917 4,774 112,357 1,846 114,203 

営業利益 4,134 467 2,105 4,837 253 11,798 (5,174) 6,624 

  
印刷 
インキ 
(百万円) 

グラフィッ 
クアーツ 
関連機器 
及び材料 
(百万円) 

高分子 
関連材料 
(百万円) 

化成品及び
メディア 
材料 

(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                 

(1）外部顧客に 

対する売上高 
52,586 14,763 23,770 30,096 3,467 124,683 ― 124,683 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

203 178 749 1,064 832 3,029 (3,029) ― 

計 52,789 14,942 24,519 31,161 4,299 127,713 (3,029) 124,683 

営業費用 48,865 14,559 22,355 27,847 4,173 117,801 2,682 120,484 

営業利益 3,923 382 2,164 3,313 126 9,911 (5,712) 4,198 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 (注) １ 事業区分は製品系列を基礎とし、市場の類似性も考慮して区分しております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1）印刷インキ……………………………………オフセットインキ、グラビアインキ等 

(2）グラフィックアーツ関連機器及び材料……印刷機械、印刷機器、プリプレスシステム、印刷材料、グラビ

アシリンダー製版等 

(3）高分子関連材料………………………………缶用内外面塗料、金属インキ、樹脂、接着剤、ワックス、塗工

材料等 

(4）化成品及びメディア材料……………………有機顔料、加工顔料、合成樹脂着色剤、着色樹脂、カラーフィ

ルター用材料、電子材料、インクジェット材料等 

(5）その他…………………………………………天然材料、役務提供業等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の本社管理部門費用及

び基礎的研究費用であります。 

前中間連結会計期間   5,440百万円 

当中間連結会計期間   6,041百万円 

前連結会計年度     11,074百万円 

 ４ 会計方針の変更 

 (当中間連結会計期間) 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

平成19年度の法人税法改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べて、当中間連結会計期間における営業費用は「印刷インキ」が12百万円、「グラフィッ

クアーツ関連機器及び材料」が１百万円、「高分子関連材料」が13百万円、「化成品及びメディア材料」が

25百万円、「その他」が０百万円、「消去又は全社」が10百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少して

おります。 

  (前連結会計年度) 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、「印刷インキ」は４百万円、「グラフィックアーツ関連機器及び材

料」は３百万円、「高分子関連材料」は14百万円、「化成品及びメディア材料」は０百万円、「その他」は

１百万円、営業費用がそれぞれ増加し、営業利益が同額減少しております。 

  
印刷 
インキ 
(百万円) 

グラフィッ
クアーツ 
関連機器 
及び材料 
(百万円) 

高分子 
関連材料 
(百万円) 

化成品及び
メディア 
材料 

(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                 

(1）外部顧客に 

対する売上高 
100,704 32,822 45,553 59,105 7,304 245,490 ― 245,490 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

557 35 1,207 2,512 1,946 6,259 (6,259) ― 

計 101,262 32,858 46,760 61,617 9,250 251,749 (6,259) 245,490 

営業費用 92,904 31,877 42,891 52,483 9,042 229,199 4,421 233,621 

営業利益 8,357 980 3,868 9,134 208 22,549 (10,680) 11,869 



 ５ 追加情報 

  (当中間連結会計期間) 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

平成19年度の法人税法改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当中間連結会計期

間における営業費用は「印刷インキ」が111百万円、「グラフィックアーツ関連機器及び材料」が11百万

円、「高分子関連材料」が55百万円、「化成品及びメディア材料」が76百万円、「その他」が２百万円増加

し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

   

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  
日本 

(百万円) 

アジア・ 
オセアニア
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北米 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
87,445 24,056 3,348 5,977 120,828 ― 120,828 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
8,293 1,376 327 11 10,009 (10,009) ― 

計 95,738 25,433 3,676 5,989 130,838 (10,009) 120,828 

営業費用 90,748 23,993 4,210 5,612 124,565 (10,361) 114,203 

営業利益又は営業損失(△) 4,990 1,439 △533 376 6,273 351 6,624 

  
日本 

(百万円) 

アジア・ 
オセアニア
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北米 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
87,241 28,697 3,407 5,336 124,683 ― 124,683 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
8,028 2,046 462 16 10,553 (10,553) ― 

計 95,270 30,743 3,869 5,353 135,236 (10,553) 124,683 

営業費用 92,539 28,675 4,970 5,215 131,400 (10,915) 120,484 

営業利益又は営業損失(△) 2,730 2,068 △1,100 137 3,836 362 4,198 

  
日本 

(百万円) 

アジア・ 
オセアニア
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北米 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
175,872 51,018 6,910 11,687 245,490 ― 245,490 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
17,822 3,229 918 53 22,024 (22,024) ― 

計 193,695 54,248 7,829 11,740 267,514 (22,024) 245,490 

営業費用 184,621 51,290 9,044 11,203 256,158 (22,537) 233,621 

営業利益又は営業損失(△) 9,074 2,958 △1,214 537 11,356 512 11,869 



 (注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア・オセアニア………中華人民共和国、台湾、オーストラリア、マレーシア、シンガポール 

(2）ヨーロッパ…………………フランス、ベルギー 

(3）北米…………………………アメリカ 

 ３ 会計方針の変更 

  (当中間連結会計期間) 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

平成19年度の法人税法改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べて、当中間連結会計期間における「日本」の営業費用は63百万円増加し、営業利益が同

額減少しております。 

 (前連結会計年度) 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業費用は24百万円増加し、営業利益が同額減少してお

ります。 

 ４ 追加情報 

  (当中間連結会計期間) 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

平成19年度の法人税法改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当中間連結会計期

間における「日本」の営業費用は258百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 (注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア・オセアニア………中華人民共和国、台湾、オーストラリア、マレーシア、シンガポール 

(2）ヨーロッパ…………………フランス、ドイツ 

(3）北米・中南米………………アメリカ、メキシコ 

(4）アフリカ……………………南アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高(ただし、連結会社間の内部売

上高を除く)であります。 

  
アジア・ 
オセアニア 

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 25,313 3,292 6,029 137 34,772 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         120,828 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
21.0 2.7 5.0 0.1 28.8 

  
アジア・ 
オセアニア 

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 30,120 3,382 5,896 123 39,522 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         124,683 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
24.2 2.7 4.7 0.1 31.7 

  
アジア・ 
オセアニア 

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 53,899 6,743 11,874 283 72,801 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         245,490 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
22.0 2.8 4.8 0.1 29.7 



(１株当たり情報) 

 (注)１ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、  

 以下のとおりであります。   

   ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 508円04銭

１株当たり中間純利益金額 14円40銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益金額 
13円40銭

１株当たり純資産額 514円59銭

１株当たり中間純利益金額   5円67銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益金額
  5円37銭

１株当たり純資産額  515円85銭

１株当たり当期純利益金額 26円12銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
  24円33銭

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益 4,356百万円 1,714百万円      7,900百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ―    ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 4,356百万円     1,714百万円      7,900百万円 

普通株式の期中平均株式数 302,496千株        302,477千株        302,478千株 

        

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益金額 
      

中間(当期)純利益調整額 52百万円   52百万円    105百万円 

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (51百万円) (50百万円) (102百万円)

普通株式増加数 26,610千株       26,536千株       26,610千株 

(うち転換社債) (26,610千株) (26,536千株) (26,610千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式の概要 

― ― ― 

 
前中間連結会計期間末 

   平成18年９月30日 

当中間連結会計期間末 

   平成19年９月30日 

前連結会計年度末  

   平成19年３月31日 

純資産の部の合計額 160,492百万円        163,524百万円 163,509百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 6,817百万円      7,868百万円 7,492百万円

(うち少数株主持分) (6,817百万円) (7,868百万円)      (7,492百万円)

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額 153,675百万円        155,656百万円    156,017百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中

間期末(期末)の普通株式の数 
302,485千株        302,488千株 302,448千株 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末  

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末  

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金    4,967 3,791 7,344   

２ 受取手形 ※４ 19,206 17,056 17,200   

３ 売掛金   55,823 55,136 57,071   

４ たな卸資産   15,837 16,444 16,410   

５ 繰延税金資産   1,576 1,561 1,599   

６ その他   4,029 3,287 1,986   

貸倒引当金   △228 △223 △217   

流動資産合計     101,213 40.2 97,053 39.5   101,395 40.6

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１       

(1）建物   15,062 16,856 15,971   

(2）機械及び装置   18,513 19,085 19,324   

(3）土地   18,049 18,049 18,049   

(4）その他   8,249 6,905 7,529   

有形固定資産合計   59,874 60,897 60,875   

２ 無形固定資産   1,590 843 1,191   

３ 投資その他の資産         

(1）投資有価証券   34,096 25,898 31,627   

(2）関係会社株式   46,066 49,907 45,019   

(3）その他   10,287 12,234 10,967   

貸倒引当金   △1,072 △976 △1,074   

投資その他の資産合計   89,378 87,064 86,540   

固定資産合計     150,843 59.8 148,805 60.5   148,608 59.4

資産合計     252,056 100.0 245,859 100.0   250,003 100.0 

          

 



   
前中間会計期間末  

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末  

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形 ※４ 1,836 2,102 1,980   

２ 買掛金   39,275 37,819 39,018   

３ 短期借入金   17,075 12,774 21,274   

４ その他 ※５ 13,481 13,998 14,876   

流動負債合計     71,669 28.4 66,695 27.1   77,150 30.9

Ⅱ 固定負債         

１ 転換社債   14,343 14,303 14,343   

２ 長期借入金   18,055 22,828 13,151   

３ 繰延税金負債   7,069 4,237 5,737   

４ その他   59 62 62   

固定負債合計     39,527 15.7 41,431 16.9   33,294 13.3

負債合計     111,196 44.1 108,126 44.0   110,444 44.2

          

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     31,713 12.6   31,733 12.9   31,713 12.7 

２ 資本剰余金                     

(1）資本準備金   32,900     32,920     32,900     

(2）その他資本剰余金   1     2     1     

資本剰余金合計     32,901 13.1   32,922 13.4   32,902 13.1 

３ 利益剰余金                     

(1）利益準備金   5,206     5,206     5,206     

(2）その他利益剰余金                     

特別償却準備金   516     348     348     

保険差益圧縮積立金    55     46     46     

固定資産圧縮積立金   4,688     4,628     4,628     

固定資産圧縮特別勘定 
積立金 

  177     ―     ―     

別途積立金   52,314     54,314     52,314     

繰越利益剰余金   5,415     5,202     6,651     

利益剰余金合計     68,374 27.1   69,747 28.4   69,196 27.7 

４ 自己株式     △208 △0.1   △242 △0.1   △226 △0.1 

 株主資本合計     132,781 52.7   134,161 54.6   133,585 53.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評価差額金     8,078 3.2   3,571 1.4   5,973 2.4 

 評価・換算差額等合計     8,078 3.2   3,571 1.4   5,973 2.4 

 純資産合計     140,860 55.9   137,732 56.0   139,558 55.8 

 負債純資産合計     252,056 100.0   245,859 100.0   250,003 100.0 

                



② 【中間損益計算書】 

    
 前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

 当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     89,540 100.0 86,308 100.0   178,301 100.0 

Ⅱ 売上原価     72,189 80.6 70,536 81.7   144,091 80.8

売上総利益     17,351 19.4 15,772 18.3   34,209 19.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     14,055 15.7 14,356 16.7   27,990 15.7

営業利益     3,295 3.7 1,415 1.6   6,219 3.5

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   28 41 70   

２ 受取配当金   1,044 946 3,505   

３ その他   1,024 2,097 2.3 1,012 2,001 2.3 2,118 5,695 3.2

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   226 241 460   

２ その他   476 703 0.8 421 662 0.7 926 1,387 0.8

経常利益     4,690 5.2 2,753 3.2   10,527 5.9

Ⅵ 特別利益 ※１   1,498 1.7 1,252 1.4   3,071 1.7

Ⅶ 特別損失 ※１   381 0.4 193 0.2   3,593 2.0

税引前中間(当期)純利益     5,807 6.5 3,812 4.4   10,004 5.6

法人税、住民税及び事業税   915 1,103 2,840   

法人税等調整額 ※３ 995 1,910 2.1 190 1,294 1.5 1,084 3,924 2.2

中間(当期)純利益     3,897 4.4 2,517 2.9   6,079 3.4

          



③ 【中間株主資本等変動計算書】 
前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主資本

合計 
資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金

※ 

利益 

剰余金 

合計 

平成18年３月31日残高    （百万円） 31,711 32,898 0 32,899 5,206 60,752 65,959 △191 130,378 

中間会計期間中の変動額                   

  転換社債の転換による増加高 1 1   1         2 

  剰余金の配当（注）           △1,361 △1,361   △1,361 

  役員賞与（注）           △120 △120   △120 

  中間純利益           3,897 3,897   3,897 

  自己株式の取得               △19 △19 

  自己株式の処分     0 0       2 3 

 
株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
                 

中間会計期間中の変動額合計 （百万円） 1 1 0 2 － 2,415 2,415 △16 2,402 

平成18年９月30日残高    （百万円） 31,713 32,900 1 32,901 5,206 63,168 68,374 △208 132,781 

                                        

 

評価・換算差額等 

純資産 

合計 

                 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 
                 

平成18年３月31日残高    （百万円） 8,786 8,786 139,165                  

中間会計期間中の変動額                        

  転換社債の転換による増加高     2                  

  剰余金の配当（注）      △1,361                  

  役員賞与（注）     △120                  

  中間純利益     3,897                  

  自己株式の取得     △19                  

  自己株式の処分     3                  

 
株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
△708 △708 △708                  

中間会計期間中の変動額合計 （百万円） △708 △708 1,694                  

平成18年９月30日残高    （百万円） 8,078 8,078 140,860                  

                                        
 ※その他利益剰余金の内訳         

     
特別償却 

準備金 

保険差益 

圧縮 

積立金 

固定資産 

圧縮 

積立金 

固定資産 

圧縮 

特別勘定 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 
合計 

平成18年３月31日残高    （百万円） 627 65 4,962 － 47,314 7,781 60,752 

中間会計期間中の変動額               

  剰余金の配当（注）           △1,361 △1,361 

  特別償却準備金の積立（注） 45         △45 － 

  特別償却準備金の取崩（注） △156         156 － 

  保険差益圧縮積立金の取崩（注）   △9       9 － 

  固定資産圧縮積立金の積立（注）     36     △36 － 

  固定資産圧縮積立金の取崩（注）     △310     310 － 

 
固定資産圧縮特別勘定積立金の積立

（注） 
      177   △177 － 

  別途積立金の積立（注）         5,000 △5,000 － 

  役員賞与（注）           △120 △120 

  中間純利益           3,897 3,897 

中間会計期間中の変動額合計 （百万円） △111 △9 △273 177 5,000 △2,366 2,415 

平成18年９月30日残高    （百万円） 516 55 4,688 177 52,314 5,415 63,168 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 ※その他利益剰余金の内訳 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主資本

合計 
資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金

※ 

利益 

剰余金 

合計 

平成19年３月31日残高    （百万円） 31,713 32,900 1 32,902 5,206 63,989 69,196 △226 133,585 

中間会計期間中の変動額                   

  転換社債の転換による増加高 20 19   19         39 

  剰余金の配当           △1,966 △1,966   △1,966 

  中間純利益           2,517 2,517   2,517 

  自己株式の取得               △19 △19 

  自己株式の処分     0 0       3 3 

 
株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
                 

中間会計期間中の変動額合計 （百万円） 20 19 0 20 － 551 551 △16 575 

平成19年９月30日残高    （百万円） 31,733 32,920 2 32,922 5,206 64,541 69,747 △242 134,161 

                                        

 

評価・換算差額等 

純資産 

合計 

                 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 
                 

平成19年３月31日残高    （百万円） 5,973 5,973 139,558                  

中間会計期間中の変動額                        

  転換社債の転換による増加高     39                  

  剰余金の配当     △1,966                  

  中間純利益     2,517                  

  自己株式の取得     △19                  

  自己株式の処分     3                  

 
株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
△2,401 △2,401 △2,401                  

中間会計期間中の変動額合計 （百万円） △2,401 △2,401 △1,825                  

平成19年９月30日残高    （百万円） 3,571 3,571 137,732                  

     
特別償却 

準備金 

保険差益 

圧縮 

積立金 

固定資産 

圧縮 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 
合計 

平成19年３月31日残高    （百万円） 348 46 4,628 52,314 6,651 63,989 

中間会計期間中の変動額             

  剰余金の配当         △1,966 △1,966 

  別途積立金の積立       2,000 △2,000 － 

  中間純利益         2,517 2,517 

中間会計期間中の変動額合計 （百万円） － － － 2,000 △1,448 551 

平成19年９月30日残高    （百万円） 348 46 4,628 54,314 5,202 64,541 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主資本

合計 
資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金

※ 

利益 

剰余金 

合計 

平成18年３月31日残高    （百万円） 31,711 32,898 0 32,899 5,206 60,752 65,959 △191 130,378 

事業年度中の変動額                   

  転換社債の転換による増加高 1 1   1         2 

  剰余金の配当（注）           △1,361 △1,361   △1,361 

  剰余金の配当           △1,361 △1,361   △1,361 

  役員賞与（注）           △120 △120   △120 

  当期純利益           6,079 6,079   6,079 

  自己株式の取得               △38 △38 

  自己株式の処分     1 1       4 5 

 
株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
                 

事業年度中の変動額合計   （百万円） 1 1 1 2 － 3,237 3,237 △34 3,206 

平成19年３月31日残高    （百万円） 31,713 32,900 1 32,902 5,206 63,989 69,196 △226 133,585 

                                        

 

評価・換算差額等 

純資産 

合計 

                 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 
                 

平成18年３月31日残高    （百万円） 8,786 8,786 139,165                  

事業年度中の変動額                        

  転換社債の転換による増加高     2                  

  剰余金の配当（注）      △1,361                  

  剰余金の配当      △1,361                  

  役員賞与（注）     △120                  

  当期純利益     6,079                  

  自己株式の取得     △38                  

  自己株式の処分     5                  

 
株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
△2,813 △2,813 △2,813                  

事業年度中の変動額合計   （百万円） △2,813 △2,813 393                  

平成19年３月31日残高    （百万円） 5,973 5,973 139,558                  

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。        



（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 ※その他利益剰余金の内訳         

     
特別償却 

準備金 

保険差益 

圧縮 

積立金 

固定資産 

圧縮 

積立金 

固定資産 

圧縮 

特別勘定 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 
合計 

平成18年３月31日残高    （百万円） 627 65 4,962 － 47,314 7,781 60,752 

事業年度中の変動額               

  剰余金の配当（注）           △1,361 △1,361 

  剰余金の配当           △1,361 △1,361 

  特別償却準備金の積立（注） 45         △45 － 

  特別償却準備金の取崩（注） △156         156 － 

  特別償却準備金の取崩 △167         167 － 

  保険差益圧縮積立金の取崩（注）   △9       9 － 

  保険差益圧縮積立金の取崩   △8       8 － 

  固定資産圧縮積立金の積立（注）     36     △36 － 

  固定資産圧縮積立金の積立     197     △197 － 

  固定資産圧縮積立金の取崩（注）     △310     310 － 

  固定資産圧縮積立金の取崩     △258     258 － 

 
固定資産圧縮特別勘定積立金の積立

（注） 
      177   △177 － 

  固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩       △177   177 － 

  別途積立金の積立（注）         5,000 △5,000 － 

  役員賞与（注）           △120 △120 

  当期純利益           6,097 6,097 

事業年度中の変動額合計   （百万円） △279 △18 △334 － 5,000 △1,130 3,237 

平成19年３月31日残高    （百万円） 348 46 4,628 － 52,314 6,651 63,989 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 満期保有目的の債券 

……償却原価法(定額法) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

①   ――――― 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 満期保有目的の債券 

……償却原価法(定額法) 

② 子会社株式及び関連会社株

式 

……移動平均法による原価

法 

② 子会社株式及び関連会社株

式 

……同左 

② 子会社株式及び関連会社株

式 

……同左 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

③ その他有価証券  

時価のあるもの 

…同左 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

…移動平均法による原価 

法 

時価のないもの 

…同左  

時価のないもの 

…同左 

(2）デリバティブ…時価法 (2）デリバティブ…同左 (2）デリバティブ…同左 

(3）たな卸資産 

① 製品、原料、仕掛品 

……総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

① 製品、原料、仕掛品 

……同左 

(3）たな卸資産 

① 製品、原料、仕掛品 

……同左 

② 商品、貯蔵品 

…… 終仕入原価法 

ただし、商品のうち機

械は個別法による原価

法 

② 商品、貯蔵品 

……同左 

② 商品、貯蔵品 

……同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物   ８～50年 

機械及び装置    ４～15年 

工具器具及び備品  ３～８年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物   ８～50年 

機械及び装置    ４～15年 

工具器具及び備品  ３～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物   ８～50年 

機械及び装置    ４～15年 

工具器具及び備品  ３～８年 

  

  

  

  

  

  

  （会計方針の変更） 

  平成19年度の法人税法改正に

伴い、当中間会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

  これにより営業利益が51百万

円、経常利益及び税引前中間純

利益が53百万円それぞれ減少し

ております。 

（追加情報）  

  平成19年度の法人税法改正に

伴い、平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上し

ております。 

  これにより営業利益が237百万

円、経常利益及び税引前中間純

利益が239百万円それぞれ減少し

ております。 

  

  

  

  

  

  

(2）無形固定資産…定額法 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産…同左 

同左 

(2）無形固定資産…同左 

同左 

(3）長期前払費用…均等償却 ――――― ――――― 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上することとしており

ます。 

 なお、当該金額を超過する掛

金拠出額は、長期前払年金費用

として投資その他の資産の「そ

の他」に含めて計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法により

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上することとしておりま

す。 

 なお、当該金額を超過する掛

金拠出額は、長期前払年金費用

として投資その他の資産の「そ

の他」に含めて計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法により

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

 当社は、役員退職慰労金制度

廃止に伴う打ち切り支給議案が

平成18年６月29日開催の定時株

主総会にて承認可決されてお

り、当該決議に基づき役員退職

慰労金を打ち切り支給し、役員

退職慰労引当金を全額取り崩し

ております。   

――――― 

   

(3）役員退職慰労引当金 

 当社は、役員退職慰労金制度

廃止に伴う打ち切り支給議案が

平成18年６月29日開催の定時株

主総会にて承認可決されてお

り、当該決議に基づき役員退職

慰労金を打ち切り支給し、役員

退職慰労引当金を全額取り崩し

ております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引のうち、特

例処理要件を満たしているもの

について特例処理を採用してお

ります。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ

取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象……長期借入金     

(3）ヘッジ方針 

 支払利息の変動金利リスクを

回避し、支払利息のキャッシ

ュ・フローを固定化する目的で

金利スワップ取引を行っており

ます。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理の要件を充足してい

るため、有効性の判定は省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)  

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用して

おります。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、140,860百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  

  ――――― 

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)  

  当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、139,558百万円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

114,600百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

       119,187百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計  

   額 

  116,886百万円 

 ２ 保証債務  ２ 保証債務  ２ 保証債務 

      金融機関よりの借入金等につ 

いて保証(保証予約を含む)を 

行っております。なお、外貨 

建ての円換算額は中間期末日 

の為替相場によるものであり

ます。 

   金融機関よりの借入金等につ 

いて保証(保証予約を含む)を 

行っております。なお、外貨 

建ての円換算額は中間期末日 

の為替相場によるものであり

ます。 

   金融機関よりの借入金等につ 

いて保証(保証予約を含む)を 

行っております。なお、外貨 

建ての円換算額は決算期末日 

の為替相場によるものであり

ます。 

東洋ビーネット㈱ 3,100百万円 

東洋インキインター

ナショナル㈱ 

(US$10,282千)

1,212  〃   

T.I.P.P. 

(マレーシア)㈱ 

(US$10,250千)

1,208  〃   

東洋インキ 

オーストラリア㈱ 

(A$6,700千)

589  〃   

上海東洋油墨制造㈲ 

  

(RMB33,829千他)

561  〃   

東洋インキ 

コンパウンズ㈱ 

(US$4,649千)

548  〃   

フランカラー 

ピグメンツ㈱ 

(Euro2,995千)

448  〃   

㈱生産経済新聞社 428  〃   

東洋油墨極東㈲ 

  

(US$2,500千)

294  〃   

三永インキ 

ペイント製造㈱ 

(W963百万他)

288  〃   

その他６社 776  〃   

従業員(住宅ローン) 1,608  〃   

計 11,065  〃   

東洋ビーネット㈱ 2,500百万円 

T.I.P.P. 

(マレーシア)㈱ 

(US$9,660千)

1,115  〃   

東洋インキ 

オーストラリア㈱ 

(A$9,083千)

923  〃   

上海東洋油墨制造㈲

  

(RMB43,900千他)

728  〃   

東洋インキコンパウ

ンズベトナム㈱ 

(US$5,757千)

664  〃   

東洋インキ 

コンパウンズ㈱ 

(US$4,265千)

492  〃   

東洋インキインター

ナショナル㈱ 

(US$4,183千)

482  〃   

㈱エス・ケイ(注) 327  〃   

珠海住化複合塑料㈲

  

(RMB11,607千他)

293  〃   

東洋油墨亞州㈲ 

  

(HK$8,000千)

291  〃   

その他９社 1,433  〃   

従業員(住宅ローン) 1,368  〃   

計 10,621  〃   

東洋ビーネット㈱ 2,600百万円

T.I.P.P. 

(マレーシア)㈱ 

(US$10,760千)

1,270  〃   

東洋インキインター

ナショナル㈱ 

(US$8,419千)

993  〃   

東洋油墨極東㈲ 

  

(US$6,000千)

708  〃   

上海東洋油墨制造㈲ 

  

(RMB41,900千他)

694  〃   

東洋インキ 

オーストラリア㈱ 

(A$6,700千)

638  〃   

東洋インキ 

コンパウンズ㈱ 

(US$4,005千)

472  〃   

㈱生産経済新聞社 378  〃   

三永インキ 

ペイント製造㈱ 

(W619百万他)

288  〃   

フランカラー 

ピグメンツ㈱ 

(Euro1,755千)

276  〃   

その他８社 1,156  〃   

従業員(住宅ローン) 1,497  〃   

計 10,976  〃   

   (注)  株式会社エス・ケイは平成  

 19年10月１日付けで株式会  

 社生産経済新聞社より社名 

  変更しております。 

  

 



前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

 ３ 受取手形 
      割引高 

55百万円

受取手形 
裏書譲渡高 

121 〃 

 ３ 受取手形
      割引高 

  50百万円

受取手形 
裏書譲渡高 

  52 〃 

３ 受取手形 
   割引高 

50百万円

受取手形 
裏書譲渡高 

85 〃 

 ※４ 中間会計期間末日満期手形の 

      処理 

     中間会計期間末日満期手形の 

    会計処理については、当中間 

    会計期間の末日は金融機関の 

    休日でしたが、満期日に決済 

    が行われたものとして処理し 

    ております。当中間会計期間 

    末日満期手形の金額は、次の 

    とおりであります。 

          受取手形    2,127百万円 

          支払手形       65 〃 

 ※４ 中間会計期間末日満期手形の 

      処理 

     中間会計期間末日満期手形の 

    会計処理については、当中間 

    会計期間の末日は金融機関の 

    休日でしたが、満期日に決済 

    が行われたものとして処理し 

    ております。当中間会計期間 

    末日満期手形の金額は、次の 

    とおりであります。 

          受取手形    1,725百万円 

          支払手形       44 〃 

 ※４ 決算期末日満期手形の処理 

     決算期末日満期手形の会計処 

       理については、決算期末日は 

       金融機関の休日でしたが、満 

       期日に決済が行われたものと 

       して処理しております。決算 

    期末日満期手形の金額は、次 

       のとおりであります。 

          受取手形    1,797百万円 

          支払手形      138 〃 

※５ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

――――― 

   

  



(中間損益計算書関係) 

次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 特別損益の主要項目 ※１ 特別損益の主要項目 ※１ 特別損益の主要項目 

(特別利益) 

退職給付信託

解約益 
1,108百万円

貸倒引当金  

戻入益 
299 〃 

(特別利益) 

投資有価証券

売却益 
 1,194百万円

(特別利益) 

投資有価証券

売却益 
 1,698百万円

退職給付信託

解約益 
1,108 〃 

貸倒引当金 

戻入益 
  258 〃 

(特別損失)    

         固定資産除却等損 

建物 69百万円

機械及び 

装置 
  273 〃 

その他 38 〃 

計 381 〃 

  ────── (特別損失) 

固定資産除却等損 

建物 99百万円

機械及び 

装置 
382 〃 

その他 72 〃 

計 554 〃 

関係会社株式

評価損 
3,001  〃 

 ２ 減価償却実施額  ２ 減価償却実施額  ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,424百万円

無形固定資産 398 〃 

有形固定資産  3,898百万円

無形固定資産   347 〃 

有形固定資産  7,247百万円

無形固定資産   796 〃 

※３ 中間会計期間に係る税額算定

に当たり、当事業年度の剰余

金の処分において取崩すこと

を予定している特別償却準備

金、保険差益圧縮積立金及び

固定資産圧縮積立金の額を課

税所得に反映させておりま

す。 

※３ 中間会計期間に係る税額算定

に当たり、当事業年度の剰余

金の処分において取崩すこと

を予定している特別償却準備

金、保険差益圧縮積立金及び

固定資産圧縮積立金の額を課

税所得に反映させておりま

す。 

────── 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１ 当中間会計期間増加株式数は単元未満株式の買取りによるものであります。 

   ２ 当中間会計期間減少株式数は単元未満株式の買増請求によるものであります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１ 当中間会計期間増加株式数は単元未満株式の買取りによるものであります。 

   ２ 当中間会計期間減少株式数は単元未満株式の買増請求によるものであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１ 当事業年度増加株式数は単元未満株式の買取りによるものであります。 

   ２ 当事業年度減少株式数は単元未満株式の買増請求によるものであります。 

 
  前事業年度末 
  株式数（千株） 

 当中間会計期間 
 増加株式数（千株）

 当中間会計期間 
 減少株式数（千株） 

 当中間会計期間末 
 株式数（千株） 

自己株式        

普通株式 504 36 6 534 

合計 504 36 6 534 

 
  前事業年度末 
  株式数（千株） 

 当中間会計期間 
 増加株式数（千株）

 当中間会計期間 
 減少株式数（千株） 

 当中間会計期間末 
 株式数（千株） 

自己株式        

普通株式 571 42 8 605 

合計 571 42 8 605 

 
  前事業年度末 
  株式数（千株） 

 当事業年度増加 
 株式数（千株） 

 当事業年度減少 
 株式数（千株） 

当事業年度末 
  株式数（千株） 

自己株式        

普通株式 504 77 10 571 

合計 504 77 10 571 



(リース取引関係) 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 「機械及び装置」は重要性が減少し

たため、当中間会計期間より「その

他」に含めて注記しております。 

 なお、当中間会計期間の「その他」

に含まれている「機械及び装置」の

取得価額相当額は34百万円、減価償

却累計額相当額は23百万円、中間期

末残高相当額は10百万円でありま

す。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 

(百万円) 

車両 
運搬具 

487 214 273 

工具器具 
及び備品 

617 335 281 

その他 68 44 23 

合計 1,172 594 578 

 「機械及び装置」は重要性が増加し

たため、当中間会計期間より区分注

記しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他」

に含まれている「機械及び装置」の

取得価額相当額は34百万円、減価償

却累計額相当額は23百万円、中間期

末残高相当額は10百万円でありま

す。 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 

677 50 627

車両 
運搬具 

465 230 235

工具器具 
及び備品 

563 319 243

その他 42 27 14

合計 1,748 628 1,120

  

  

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 

474 216 258

工具器具 
及び備品 

563 320 242

その他 79 53 26

合計 1,117 591 526

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 222百万円

１年超  364  〃 

合計  586  〃 

１年内    247百万円

１年超 883 〃 

合計 1,131 〃 

１年内 213百万円

１年超   322 〃 

合計   535 〃 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 129百万円

減価償却費 
相当額 

124  〃 

支払利息 
相当額 

    5  〃 

支払リース料    145百万円

減価償却費 
相当額 

137  〃 

支払利息 
相当額 

10  〃 

支払リース料    256百万円

減価償却費 

相当額 
246  〃 

支払利息 

相当額 
10  〃 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

……同左 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

……同左 

・利息相当額の算定方法 

……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

……同左 

・利息相当額の算定方法 

……同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 



(１株当たり情報) 

 (注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 465円65銭

１株当たり中間純利益金額 12円88銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益金額 

12円00銭

１株当たり純資産額 455円31銭

１株当たり中間純利益金額 8円32銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益金額

7円81銭

１株当たり純資産額 461円41銭

１株当たり当期純利益金額 20円10銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

18円80銭

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益 3,897百万円 2,517百万円 6,079百万円 

普通株主に帰属しない金額  ― ―    ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 3,897百万円 2,517百万円      6,079百万円 

普通株式の期中平均株式数 302,511千株 302,492千株 302,493千株 

        

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益金額 

      

中間(当期)純利益調整額 52百万円 52百万円 105百万円 

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (51百万円) (50百万円) (102百万円)

普通株式増加数 26,610千株 26,536千株 26,610千株 

(うち転換社債) (26,610千株) (26,536千株) (26,610千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間(当期)純利益金額の
算定に含めなかった潜在株式の概要 

― ― ― 



(2）【その他】 

 平成19年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

（1）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・1,663百万円 

（2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・５円50銭 

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成19年12月５日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第169期） 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月28日 

関東財務局長に提出 

(2） 
有価証券報告書の 

訂正報告書 

事業年度  

(第169期)  

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年９月13日  

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月８日

東洋インキ製造株式会社  

取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 藤  代  政  夫  ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 松  本     実  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている東洋インキ製造株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の

中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中

間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われてい

る。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結

財務諸表の作成基準に準拠して、東洋インキ製造株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



  独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月５日

東洋インキ製造株式会社  

取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 藤  代  政  夫  ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 松  本     実  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている東洋インキ製造株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結

会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸

表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中

間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われてい

る。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結

財務諸表の作成基準に準拠して、東洋インキ製造株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



  独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月８日

東洋インキ製造株式会社  

取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 藤  代  政  夫  ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 松  本     実  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている東洋インキ製造株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第169期事業年度

の中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、東洋インキ製造株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



  独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月５日

東洋インキ製造株式会社  

取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 藤  代  政  夫  ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 松  本     実  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている東洋インキ製造株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第170

期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すな

わち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、東洋インキ製造株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 
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